
① 事業報告について［職業安定法第３２条の１６、同施行規則第２４条の８］
毎年４月３０日までに前年度（４月１日から３月３１日）の事業報告書（様式８号）を提出してください。
郵送でも提出を受け付けておりますので、ご利用ください。

② 人材サービス総合サイトについて［職業安定法第32条の16第３項、業務運営要領 第９-５)］
職業紹介事業者は、「人材サービス総合サイト」へ掲載することにより法第32条の16第３項に基づく
情報の提供を行わなければなりません。

https://jinzai.hellowork.mhlw.go.jp/JinzaiWeb

③ 「厚労省人事労務マガジン」について［業務運営要領 第９-７その他-(４) ］
職業紹介責任者は、「厚労省人事労務マガジン」にて、定期的に労働関係法令等の改正に関する
情報を把握してください。最新号の掲載は厚生労働省公式Twitter ･ Facebookで周知されるため、
これらの活用にも努めてください。

④ 備え付けるべき帳簿書類 ［職業安定法第３２条の１５、同施行規則第２４条の７］
・ 求人求職管理簿
・ 手数料管理簿

⑤ 掲示すべき書類等
事業所内の一般の閲覧に便利な場所に以下の書面を掲示してください。
［職業安定法第３２条の１３、同施行規則第２４条の５］
・ 手数料表
・ 返戻金制度に関する事項を記載した書面
・ 業務運営に関する規定

［業務運営要領 第９-７その他-(8)］
・ 有料職業紹介事業許可証

⑥ 変更があった時［職業安定法第３２条の７、同施行規則第２３条］
事業所名称、所在地、役員、職業紹介責任者の変更があった場合は、速やかに変更届に必要
書類を添付し、神奈川労働局需給調整事業課へ提出してください。

※詳細は裏面をご覧ください。

⑦ 許可更新について ［職業安定法第３２条の６、同施行規則第２２条］
有料職業紹介の許可の有効期間の更新申請は、有効期間満了の３箇月前までに申請書を提出
する必要があります。提出書類の不備等の可能性を考慮し、できるだけ４カ月前までに
申請手続きをしてください。

※ 有料職業紹介の許可の有効期間は、新規許可は３年、更新後は５年です。
※ 更新申請を提出できない場合、満了日後、職業紹介を行うことはできません。
※ 更新の際には、基準資産額が３５０万円以上の資産要件があります。
※ 提出書類は裏面をご覧ください。

⑧ 職業紹介責任者講習について ［職業安定法第３２条の１４、同施行規則第２４条の６］
職業紹介責任者の方は、５年に１回は職業紹介責任者講習を受講してください。
講習会の申し込み等に関するお問い合わせは、直接、実施機関に連絡してください。
実施機関については、厚生労働省ホームページをご覧ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000059261.html

【１】 職業紹介事業の許可・有効期間更新を受けられた事業主の方へ

R5.4.1.
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変更事項 添付書類

事業者の氏名・名称・住所
（様式第６号）

・定款又は寄附行為
・法人の登記簿謄本

代表者の氏名、役員の氏名・住所
（様式第６号）

・定款又は寄附行為
・法人の登記簿謄本
・住民票（本籍地記載あり、個人番号の記載がないものに限る）
・履歴書

事業所の氏名・名称・住所
（様式第６号）

（・定款又は寄附行為）
（・法人の登記簿謄本）
・建物の登記簿謄本 ※申請者所有の場合
・建物の賃貸借又は使用貸借契約書 ※申請者以外が所有の場合
・事務所のレイアウト図

職業紹介責任者の氏名・住所
（様式第６号）

・住民票（本籍地記載あり、個人番号の記載がないものに限る）
・履歴書
・職業紹介責任者講習受講証明書の写し

事業所の新設
（様式第６号）
（様式第２号）
（様式第３号）

・職業紹介責任者の
住民票（本籍地記載あり、個人番号の記載がないものに限る）

・職業紹介責任者の履歴書
・職業紹介責任者講習受講証明書の写し
※許可要件条件通知書に記載された資産要件を超えて新設する場合

※最近の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び株主資本
等変動計算書

※法人税の納税申告書別表１及び別表４の写し
※法人税の納税証明書（その２ 所得金額用）

・個人情報適正管理規程
・業務の運営に関する規程
・建物の登記簿謄本 ※申請者所有の場合
・建物の賃貸借又は使用貸借契約書 ※申請者以外が所有の場合
・事務所のレイアウト図
・手数料表

取扱職種の範囲 （様式第６号） なし

届出手数料表 （様式第３号） ※事前提出 ・手数料表

廃止
（様式第７号）

・交付されている全ての事業所の許可証
・廃止日までの事業報告書（様式第８号）

事業所の廃止
（様式第６号）

・廃止する事業所の許可証
・廃止日までの事業報告書（様式第８号）

変更があった時
変更があった日の翌日より１０日以内（職業紹介責任者にかかるもの、変更届に法人の登記簿謄本を必要とするものについて
は３０日以内）に変更届に必要書類を添付し、神奈川労働局需給調整事業課へ提出してください。

※届出手数料表については、事前提出が必要です。

許可更新について
許可有効期間の更新申請には、以下の提出書類と添付書類を神奈川労働局需給調整事業課へ提出してください。

＜提出書類＞
・職業紹介事業許可有効期間更新申請書（様式第１号） ・職業紹介事業計画書（様式第２号）

＜添付書類＞
・最近の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の写し
・法人税の納税申告書別表１及び別表４の写し
・法人税の納税証明書（その２ 所得金額用）
・職業紹介責任者講習受講証明書の写し
・個人情報適正管理規程（提出しているものに変更があった場合）
・更新申請手数料 ※ １事業所当たり１万８千円の収入印紙（申請書に貼らずに持参）
・役員・職業紹介責任者の住民票（本籍の記載があり、個人番号の記載がないもの）

※原本提出、従前の届出等で本籍の記載がある住民票を提出している場合は省略可能
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【２】 適正な就業機会の確保について
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戸籍謄（抄）本、本籍の記載
された住民票（写）
①の把握に該当

現住所の略地図
③④⑫につながる可能性が
あります。

健康診断書の提出
⑭につながる可能性があります。

必要のない個人情報を収集しないように注意。
独自様式により必要のない個人情報を収集していませんか？

https://www.mhlw.go.jp/www2/topics/topics/saiyo/saiyo.htm

※ 詳しくは、厚生労働省のホームページに掲載されています「公正な採用選考をめざして」をご覧ください。
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○職業安定法第５条の７
求職者に対しては、その能力に適合する職業を紹介し、求人者に対しては、その雇用条件に
適合する求職者を紹介すること。

○労働政策推進総合法第１３条
（略）求職者がその適正、能力、経験、技能の程度等にふさわしい職業を選択することを推進し，
もって職業選択の自由が積極的に生かされるよう努めなければならない。

○労働政策推進総合法第１４条
（略）求人者が当該作業又は職務に適合する労働者を雇い入れることを促進するように努め
なければならない。

適格紹介とは

○職業安定法第５条の４
（略）それぞれ、その業務に関し、求職者等の個人情報を収集し、保管し、又は使用するに
当たっては、その業務の目的の達成に必要な範囲内で求職者等の個人情報を収集し、
並びに当該収集の目的の範囲内でこれを保管し、及び使用しなければならない。

※ 職業紹介に当たり，求職者に個人番号（マイナンバー）の提供を求めることはできません。
※ 求職者から求職登録の抹消依頼を受けているのに，執拗に求人への応募を案内したり、

かつての同僚から連絡先を聞き出して職場に求職登録をする電話をしたり，求職者の
了解なしに前歴調査を行ったりすることは指導対象となります。

※ すべての職業紹介事業者は個人情報保護に関する法律が適用されることにも留意。
【個人情報の保護に関する法律 第２条第５項】

この法律において「個人情報取扱事業者」とは、個人情報データベース等を事業の
用に供している者をいう。ただし、次に掲げる者を除く。

一 国の機関 二 地方公共団体 三 独立行政法人等 四 地方独立行政法人

個人情報の収集，保管及び使用

○男女雇用機会均等法 第５条
事業主は、労働者の募集及び採用について、その性別にかかわりなく均等な機会を与えなければ

ならない。
○職業安定法 第３条

何人も、人種、国籍、信条、性別、社会的身分、門地、従前の職業、労働組合の組合員であること
等を理由として、職業紹介、職業指導等について、差別的取扱を受けることがない。但し、労働組合
法の規定によって、雇用主と労働組合との間に締結された労働協約に別段の定のある場合は、この
限りでない。

※ 男女雇用機会均等法 第５条に違反する内容の求人申込みを受理し、当該求人に対して
職業紹介を行うことは、職業安定法第３条の趣旨に違反します。

※ 間接差別の禁止（男女雇用機会均等法 第７条）
間接差別とは、
① 性別以外の事由を要件とする措置であって、
② 他の性の構成員と比較して、一方の性の構成員に相当程度の不利益を与えるものを、
③ 合理的な理由がないときに講ずることをいいます。

募集に関する男女の均等な機会の確保

【３】 職業紹介事業の運営上の留意点について
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○労働施策推進総合法 第９条
事業主は、労働者がその有する能力を有効に発揮するために必要であると認められるとき

として厚生労働省令で定めるときは、労働者の募集及び採用について、厚生労働省令で
定めるところにより、その年齢にかかわりなく均等な機会を与えなければならない。

○労働施策推進総合法 施行規則第１条の３第１項にて定める 例外事由

【第１号】
定年年齢を上限として、上限年齢未満の労働者を期間の定めのない労働契約の対象

として募集・採用する場合定年がある場合で、かつ、期間の定めのない労働契約である
場合に、定年年齢を上限として年齢制限をすることが認められる例外事由です。

【第２号】
労働基準法その他の法令の規定により、年齢制限が設けられている場合労働基準法

その他の法令において、特定の年齢層の就労が禁止・制限されている業務については、
年齢制限をすることが認められる例外事由です。

【第３号 イ】
長期勤続によるキャリア形成を図る観点から、若年者等（注）を期間の定めのない
労働契約の対象として募集・採用する場合

（注） ここでいう「若年者等」とは、基本的には、35歳未満の若年者を想定していますが、
必ずしも35歳未満に限られるものではありません。ただし、定年を定めている場合、
勤続可能期間が極端に短くなるような上限年齢を設定して募集・採用することは
認められません（おおむね45歳未満を目安としてください）。

● 新卒者などを一括採用し長期間雇用継続するなかで、自社内でのキャリア形成を図り、
定年やその後の継続雇用を経て退職するという日本の雇用慣行との調和を図るため
設けられた例外事由です。また、新卒一括採用という雇用慣行のなかで、雇用情勢の
悪化に伴い、特に就職の厳しい時期に正社員になれなかった年長フリーターやニート
の増加といった、近年の若者をめぐる雇用問題に配慮して設けられた例外事由です。

●よって、
① 対象者の職業経験について不問とすること
② 新卒者以外の者について、新卒者と同等の処遇にすること(※)

を要件として、新卒者をはじめとした若年者等を期間の定めのない労働契約の対象
として募集・採用する場合には、例外的に上限年齢を定めることが認められます。

(※)「同等の処遇」とは、新卒者と同様の訓練・育成体制、配置・処遇をもって育成しようと
している場合を指すものであり、賃金などが新卒者と完全に一致しなければならない
ということではありません。

年齢を限定した求人の禁止
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【第３号 ロ】
技能・ノウハウの継承の観点から、特定の職種において労働者が相当程度少ない特定の
年齢層に限定し、かつ、期間の定めのない労働契約の対象として募集・採用する場合

● 技能・ノウハウの継承が必要となる具体的な職種について、特定の年齢層が相当程度
少ない場合に、期間の定めのない労働契約で募集・採用するときの例外事由です。

● ｢職種」とは、厚生労働省『職業分類』の小分類もしくは細分類、または総務省
『職業分類』の小分類を参考にしてください。

● 「特定の年齢層」とは、30～49歳のうちの特定の５～10歳幅の年齢層となります。

● 「相当程度少ない」場合とは、同じ年齢幅の上下の年齢層と比較して、労働者数が
２分の１以下である場合（募集する年齢幅の労働者数が０人である場合を含む）が
該当します。

● 判断にあたっては、企業単位で判断することが原則ですが、一部の事業所で
採用などの雇用管理を行っている場合には、その事業所を単位として判断することも
認められます。

【第３号 ハ】
芸術・芸能の分野における表現の真実性などの要請がある場合

● 芸術作品のモデルや、演劇などの役者募集・採用において、表現の真実性などが
求められる場合、特定の年齢層の人に限定して募集・採用することが認められます。

【第３号 ニ】
60歳以上の高年齢者、就職氷河期世代の不安定就労者・無業者または特定の年齢層の

雇用を促進する政策（国の施策を活用しようとする場合に限る）の対象となる人に限定して
募集・採用する場合

● 60歳以上の高年齢者に限定して募集・採用する場合には、年齢制限をすることが
認められます。

● 令和５年３月31日までの間、安定した職業に就いていない者を対象とし、期間の定め
のない労働契約を締結することを目的とし、職業に従事した経験があることを求人の
条件としない場合には、就職氷河期世代（35歳以上55歳未満）に限定した募集・採用が
認められます。なお、ハローワークに同じ求人を提出する必要があります。

● 特定の年齢層の雇用を促進する国の施策（雇い入れ助成金など）を活用するため、
その施策の対象となる特定の年齢層に限定して募集・採用する場合には、年齢制限を
することが認められます。
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労働者の募集及び採用における年齢制限禁止の義務化に係るＱ＆Ａ（令和２年12月28日現在）【抜粋】

Ｑ1－1：広告内に「スタッフ全員が20代のフリーター」等という、その企業の現状を表す
キャッチコピーやスタッフの写真等を表示したり、「20代が主役の会社」といった
表現を記載したりすることは認められますか。

Ａ： 「スタッフ全員が20代のフリーター」といった会社に関する事実を表示することは、
直接には年齢制限に当たりません。ただし、「スタッフが20代でなければならない」
「20代を他の年齢層に比べて優先して募集している」といった誤解を求職者に
生じさせるおそれがないように努めていただく必要があります。

Ｑ1－2：応募資格を「年齢不問」とした上で、「学生歓迎」「35歳未満の方歓迎」「60歳以上
の方歓迎」「就職氷河期世代歓迎」などの併記をすることは認められますか。

Ａ： 「学生歓迎」は年齢制限に当たりません。 「35歳未満の方歓迎」は、35歳未満の方を
他の年齢層に比べて優遇するものであり、実質的に年齢制限を行っていることと
同じと考えられることから、法の趣旨に照らし適当ではないものと考えます。
ただし、３号のイなどの例外事由に当たる場合は違法とはなりません。 同様に、
「60歳以上の方歓迎」については、３号の二に定められる例外事由に合致するもの
であるため違法とはなりません。（ 「就職氷河期歓迎世代歓迎」は、Ｑ1－6 参照）

Ｑ1－4：「若手募集」「中高年歓迎の企業特集」などの特集を設定している求人メディア
に広告を掲載することは可能ですか。もし、その特集に広告を掲載することが
よいのであれば、その広告は例外事由（３号のイ）に該当している必要がありますか。

Ａ： 求人メディアに掲載される個々の求人広告については、年齢不問とするか、例外事由
のいずれかに該当する必要があります。しかし、求人メディアがそれら適法な求人を
どのように収集・編集するかについては、直接労働施策の総合的な推進並びに
労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（以下「労働施策総合
推進法」という。）の規制の対象となるものではありません。ただし、当該求人メディア
自体が全体として年齢制限しているとの誤解を与えるものは、法の趣旨に照らし適当
ではありません。

Q1－6：就職氷河期世代を積極的に採用したいと考えており、そういった方を募集することは
認められますか。また、応募資格を「年齢不問」とした上で、「就職氷河期世代歓迎」
などの併記をすることは認められますか。

Ａ： ハローワークに求人を出していただくことを前提に、就職氷河期世代で正社員雇用の
機会に恵まれなかった方を積極的に採用する場合には、就職氷河期世代で正社員
雇用の機会に恵まれなかった方に限定した募集・採用が可能です。

また、正社員求人応募資格を「年齢不問」とした上で、「就職氷河期世代で正社員
雇用の機会に恵まれなかった方歓迎」などと併記することも可能です。

ただし、こうした求人は、期間の定めのない労働契約を締結することを目的とし、
職業に従事した経験があることを求人の条件としない場合に限ります。

なお、令和５年３月31日までは、ハローワークに提出いただいた上記の就職氷河期
世代に限定した求人又は就職氷河期世代を歓迎する求人については、ハローワークへの
求人申込みに加え、直接募集や求人広告、民間職業紹介事業者への求人
申込み等の方法を併用することが認められます。
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Ｑ1－10：「来年３月卒業予定の者」という条件は、年齢制限をしていることになるのでしょうか。
また、「学校卒業後３年以内の者」という記載はどうでしょうか。

Ａ： 「来年３月卒業予定の者を募集」のように、年齢制限を付さずに新規学卒者のみを
募集・採用する場合は、年齢制限をした募集・採用には該当しません。ただし、
新規学卒者以外の若者にも門戸を開くように努めていただくことが必要です
（青少年の雇用の促進等に関する法律第7条に基づく 「青少年の雇用機会の確保

及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事業者等その他
の関係者が適切に対処するための指針」）。
また、「学校卒業後３年以内の者」という記載も年齢制限には当たりません。

Ｑ1－12：特定の資格の受験にあたって年齢制限がある場合、当該資格を条件として
定めると、その募集・採用についても年齢制限をしていることになってしまう
のでしょうか。それとも、当該資格を条件としたときは、当該資格の範囲で
年齢制限を付してもよいのでしょうか。

Ａ： 資格の受験資格が年齢制限をしている場合に、当該資格を有することを労働者の
募集・採用の要件とすることは法違反にはなりません。（ただし、当該資格が募集・採用
を行う企業独自のものであり、かつ、当該資格の取得が採用と密接不可分であると
いった場合には、年齢制限をしていると考えられます。）

ただし、このような資格を条件として定める場合は、当該資格の受験が認められる
年齢であることが条件となることは明らかですので、当該資格と別に年齢制限
を記載することは、適切ではないと考えられます。

Ｑ1－14：経験のある方を年齢不問で求人しようと思いますが、一定の年齢以下の方
であれば、長期勤続においてキャリア形成を図ることが出来るので経験不問に
しても良いと考えています。「年齢不問、要経験。ただし○歳未満は未経験でも可」
「年齢不問。○歳以上は経験者のみ」といった記載は良いでしょうか。

Ａ： 「○歳未満は未経験でも可」「○歳以上は経験者のみ」という表現は、例外事由に
該当しない年齢制限が行われていると考えられることから、労働施策総合推進法
第９条の趣旨に照らして不適切です。 一方で、若年者を募集する場合に「○歳以下、
経験不問」とすることは可能であるため（労働施策総合推進法施行規則第１条の３
第１項第３号イ）、これと年齢不問の求人を組み合わせて、複合的に「年齢不問、
要業務経験。○歳以下の場合は経験不問」というように記載することは認められます。

ただし、年齢によって条件が異なるこうした求人の場合は、本来求人票を「年齢不問、
要業務経験」「○○歳未満、経験不問」の２つに分けるなどし、求職者に分かりやすい
募集にしていただくのが適当と考えられます。

Ｑ1－16：労働者派遣に関してはどのように扱われるのでしょうか。
Ａ： 労働者派遣に関して、派遣元事業主が行う派遣労働者の募集・採用についても、

労働施策総合推進法第９条の適用があります。
なお、紹介予定派遣に関して、派遣元事業主と派遣労働者が期間の定めのある

労働契約を締結する場合においても、派遣元事業主が行う職業紹介により派遣先と
派遣労働者が期間の定めのない労働契約を締結することが予定され、その旨が
求職者に予め明示されているときは、例外事由の第１号並びに第３号イ及びロの
「期間の定めのない労働契約を締結することを目的とする場合」に該当します。
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Ｑ1－19：例外事由に該当する求人を行う場合、その旨を記載する必要はあるのでしょうか。
Ａ： 求人に65歳未満の上限年齢を付す場合には、求人者は求職者、職業紹介事業者等

に対して、その理由を書面や電子媒体により掲示することが義務付けられています
（高年齢者雇用安定法第20条第１項）。

なお、上記以外の制限を設ける場合はこうした義務は生じませんが、その年齢制限
が適法なものであることを明確にするためにも、同様に理由の提示を行うことが
望ましいと考えられます。

Ｑ2－1：定年を定めている場合は、求人票に上限年齢として記載しなければならないのですか。
Ａ： 定年を定めている事業主が、当該定年制の対象となる労働者を募集・採用する場合には、

当然に当該定年年齢を下回ることを条件とすることになることから、当該定年年齢を記載
することが必要です。 また、その場合には、高年齢者雇用安定法第20条第1項に基づき、

求人申込書に定年の定めによる年齢制限であることを示すことが必要になります（当該定年
年齢が65歳未満のものである場合に限る。）。

Ｑ4－7：職業経験不問とは、募集・採用を行う職種についての職業経験を問わないということ
でしょうか。

Ａ： 例外事由（３号のイ）については、長期勤続によるキャリア形成の観点から、新規学卒者
と同等に扱われる者の募集・採用を行う場合に年齢制限を認めるものであり、現に募集・
採用を行おうとする職種に就いた経験を不問とするというだけでは足りず、職業に就いた
経験を不問とするものでなければ、例外事由に該当することにはなりません。

なお、職業経験不問とする募集に対し、職業経験のある者が応募すること、職業経験
のある者を採用することは、もちろん差し支えありません。

Q7－6：ハローワークに求人を出せば、いわゆる就職氷河期世代（35歳以上55歳未満）に
限定した求人や「就職氷河期世代で正社員雇用の機会に恵まれなかった方歓迎」
と記載した求人を直接募集や求人広告、民間職業紹介事業者での募集も可能
でしょうか。

Ａ： 令和５年３月31日までの間は、ハローワークに35歳以上55歳未満（就職氷河期世代）の
労働者を募集する求人で、

①安定した職業に就いていない者を対象とし、
②期間の定めのない労働契約を締結することを目的とし、
③職業に従事した経験があることを求人の条件としない

を満たす求人申込みをした場合には、ハローワークに加え、直接募集や求人広告、
民間職業紹介事業者への求人申込み等の方法を併用することが可能となります。

また、上記①～③を満たす求人であれば、応募資格を「年齢不問」とした上で、
例えば、「就職氷河期世代で正社員雇用の機会に恵まれなかった方歓迎」などと併記
することも可能です。
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障害者差別の禁止

雇用分野における障害者差別禁止です。
募集・採用、賃金、配置、昇進などの雇用に関するあらゆる局面で、障害者であることを
理由とする差別が禁止されています。

＜募集・採用時に差別に該当する場合＞
◆ 単に「障害者だから」という理由で、求人への応募を認めないこと。
◆ 業務遂行上必要でない条件を付けて、障害者を排除すること。

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律 第３４条
事業主は、労働者の募集及び採用について、障害者に対して、障害者でない者と均等な
機会を与えなければならない。

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律 第３５条
事業主は、賃金の決定、教育訓練の実施、福利厚生施設の利用その他の待遇について、
労働者が障害者であることを理由として、障害者でない者と不当な差別的取扱いをしては
ならない。

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律 第３６条の２
事業主は、労働者の募集及び採用について、障害者と障害者でない者との均等な機会の
確保の支障となっている事情を改善するため、労働者の募集及び採用に当たり障害者から
の申出により当該障害者の障害の特性に配慮した必要な措置を講じなければならない。
ただし、事業主に対して過重な負担を及ぼすこととなるときは、この限りでない。

賃金の間接払いの禁止

● いわゆる「間接払い」とは、紹介した労働者の賃金を紹介事業者が受領して、
紹介事業者が労働者に払うことをいいます。

● 間接払いを行った求人者は、「賃金は、通貨で、直接労働者に、その全額を
支払わなければならない」と定める労働基準法第２４条に違反します。

※ 間接払いを把握した場合は、労働基準監督署に通報します。
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● 許可事業所に対する定期的な指導監督を訪問又は呼出により実施しています。

● 訪問調査を事前連絡せずに実施する場合があります。

● 事前連絡なく訪問調査を実施した場合でも、求人・求職管理簿、手数料管理簿、
手数料の入金に関する証拠書類等を提示できるよう整備しておくことが必要です。

● 法違反があった場合、文書指導、行政処分などの措置を講じます。

● 事業報告の未提出についても、文書指導、行政処分などの対象となります。
定められた期限までに労働局へ提出しなければなりません。
紹介実績がない場合も報告が必要です。
（毎年４月３０日までに、その年の前年の４月１日からその年の３月３１日までの間における状況

を報告します。）

【４】 行政による指導監督
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